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（２） 行財政改革の推進

●	 町民アンケートによれば、「行財政改革の推進」に対する町民の満足度は、すべての項目の中で

最も低い結果となりました。地方分権が進む中、本町の発展を目指し、行政改革の推進と住民

自治の確立が求められます。

●	 まず、スリムで効率的な行政体を目指し、職員数の適正化と効率的な事務・事業運営、業務の

効率化、民間活力の積極的活用などが求められます。また、職員数の削減による住民サービス

の低下を防ぐため、個々の職員の能力向上が必要です。

●	 住民自治の考え方の浸透に伴い、公共サービスの担い手として、住民自らが積極的に関わって

いく協働の考え方が広まりつつあります。本町に根付きつつある住民組織などと協働し、地域

住民との連携を図り、より良いまちづくりを推進することが求められています。

①	行政運営の効率化
　町が策定すべき行政運営に関わる計画の策定とその円滑な進捗を確保します。職員数の適

正化、円滑な事務・事業運営、業務の効率化などを進めるとともに、職員の能力向上に向け、

研修プログラムの充実に努めます。また、円滑な事務・事業運営や業務の効率化に向け、地域

住民、企業との連携や情報通信機器の導入を進めます。

【主な事業】

②	財政運営の健全化
　財政の健全化に向け、事務･事業の集中と選択、地域住民や企業との協働の推進、有利な起

債や国などの交付金の有効活用をさらに推進します。また、バランスシート *の作成により財

政運営の透明性を向上させ、町民に分かりやすく町の財政状況をお知らせします。

【主な事業】

現 状 と 課 題

施 策 の 方 向

ａ．行政改革大綱の策定とその推進

ｂ．集中改革プランの策定とその推進

ｃ．行政評価システムの確立

ａ．集中改革プランの策定とその推進

ｂ．合併特例債などの有利な起債の活用や補助金等の見直し

ｃ．バランスシート作成による財政運営の透明性向上

* 	組織の財務内容を明らかにするための資料です。貸借対照表とも呼ばれます。もともと、株式会社などでは作成が義務付けられてい
ましたが、近年、行政でも財務状況の透明性が求められることから、作成する地方自治体が増えています。
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Comprehensive plan

達 成 目 標

施策の方向 指標 指標の算出方法
（計算式）

現況値 目標値

値 年度 Ｈ２２年度 Ｈ２７年度

行政運営の効
率化

行政改革の取り組
み状況

行政改革により改善
された事務・事業の
割合

０.０％ Ｈ１８ ５.０% ７.０%

行政改革に対する
町民の満足度

町民アンケート調査
において肯定的な回
答をした人の割合

２６.１
% Ｈ１８ ２８.０% ３０.０%

財政運営の健
全化 経常収支比率

経常的経費充当一般
財源÷経常一般財源
総額×１００

８４.５
% Ｈ１７ ８３.５% ８１.０%




